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当信用組合では、2012年３月「金融機能強化法」附則第10条第1項に規定する震災特例協同組織金融機関として全信組連を通じ70億円の

資本支援を受けて資本の増強を図り、2011年４月～2016年３月までを第１次経営強化計画、2016年４月～2021年３月までを第２次経営強化

計画、2021年４月～2026年３月までを第３次経営強化計画とし、地域に最も密着した金融機関として東日本大震災からの復旧・復興に向け

全力で中小規模事業者・個人の皆様に対し積極的な信用供与の維持・拡大と各種サービスの提供に取り組み、地元金融機関としての金融仲

介機能の発揮と財務体質の改善に努めて参りました。こうした取り組みにより、地域経済の復興・活性化に貢献できたほか、当信用組合が

掲げる「経営ビジョン・ビジネスモデル」の実現に向けても前進できたと考えております。

その結果、前経営強化計画（第３次経営強化計画）の実績は、以下の通りです。

(１) 主要勘定
預金積金残高（末残）・貸出金残高（末残）は2025年３月期までは、計画を上回って推移しておりました。2026年３月期の預金積金残

高は、公金預金の解約や相続預金の流出、投資等への振替の影響で、計画比6,489百万円減の84,511百万円となりました。2026年３月期

の貸出金残高は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け回復が遅れている事業者や物価高騰の影響を受けて価格転嫁が上手く出

来ていない事業者を積極的に支援してきましたが、計画比1,305百万円減の45,095百万円となりました。

１.前経営強化計画の実績についての総括(１－１)
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(２) 収益状況
収益状況においては、日銀が2024年３月にマイナス金利政策を終了させ、その後段階的に利上げが進んだ影響もあったことで、貸出

金利回りが上昇基調となり、貸出金利息は2022年３月期をボトムとして着実に増加し、これに伴いコア業務純益においても2023年3月期

をボトムとして増加基調となりました。

また、当期純利益については、2026年3月期には与信関係費用の増加により赤字計上となりましたが、コア業務純益は、着実に積み

上がっており、安定した利益計上に向けて収益体質の改善が進んでいるところです。

１.前経営強化計画の実績についての総括(１－２)
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１.前経営強化計画の実績についての総括(１－３)

(３) 信用供与の円滑化に資する施策  
東日本大震災、とりわけ原発事故による風評被害により業績回復に影響を受けておられるお客様の事業再生、地域経済の活性化を

図るうえで必要となる金融支援を円滑に行うため、以下の項目に対し積極的に取り組んで参りました。

2017年10月から2024年９月まで、得意先担当者を「融資専担者」と「預金等担当者」に振り分け、資金供与に関しては「融資専門

担当者(チームHOT）」が主体となり、円滑な信用供与に取り組んで参りました。2024年10月以降は、業務効率化を目的として融資業

務と預金業務を総合的に行う「得意先係」に変更し中小規模の事業者等に対する円滑な信用供与、再生支援、経営改善支援等の取り

組みを強化して参りました。また、「事業再生・地域活性化支援チームなすしん」との連携により、中小企業事業者等に対する経営

改善支援等に積極的に取り組んで参りました。

➢ 中小規模の事業者に対する経営改善支援

⚫ 「事業再生・地域活性化支援チームなすしん」による経営改善支援

⚫ 「事業再生・地域活性化支援チームなすしん」と「融資専門担当者（チームHOT）」の連携

⚫ 各営業店に「各種相談窓口」を継続設置

➢ 地域に密着した営業活動の実践

⚫ 「融資専門担当者（チームHOT）」の活動及び営業店との連携

⚫ 「特別貸出ＦＳ（フィールド・セールス）」活動の取り組み （2017年11月～2026年3月までに42回実施）

⚫ 「得意先係」の活動及び営業店との連携

⚫ 復興支援商品「ハッスル応援団」・「ハッスル応援団Ⅱ」の取り扱い

⚫ 新型コロナ対策資金「ハッスル緊急支援特別資金」（2020年4月10日発売）の取り扱い

⚫ 既存商品・制度資金の積極的な取り扱い

⚫ 情報提供室の積極的な活用

⚫ クラウドファンディングの活用

➢ 信用供与の円滑化に資する施策の実施状況の検証

⚫ 進捗管理委員会による検証

⚫ 理事会による検証

➢ 担保又は保証に過度に依存しない融資の促進

⚫ 「経営者保証に関するガイドライン」に沿った融資の促進

⚫ 「事業性評価シート」の活用による事業性評価の精度アップ

(４) 被災者への信用供与の状況
東日本大震災の被災者及びそれに伴う風評被害により影響を受けた

お客様への信用供与について、生活支援融資及び震災復興融資等に

より積極的に取り組んで参りました。
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影響度合い 先数 貸出金残高（百万円）

影響大 17 638

影響中 65 1,608

影響小 178 4,745

合計 260 6,992

【被災者貸出残高一覧表】（2026年3月31日現在）



１.前経営強化計画の実績についての総括(１－４)

(５) 震災からの復興に資する方策
東日本大震災、とりわけ原発事故による風評被害により業績回復に影響を受けておられるお客様に対し、復興に資する方策とし

て、以下の項目に対し積極的に取り組んで参りました。

➢ 相談機能の強化

⚫ 相談窓口担当者及び得意先係のスキルアップ及び外部機関との連携

⚫ 「融資専門担当者（チームHOT）」のスキルアップ

➢ 「事業再生・地域活性化支援チームなすしん」と「経営改善支援担当者」及び「チームHOT」と「得意先係」による経営改善支援

➢ 経営改善支援担当者による条件変更・改善サポートの迅速対応

➢ 事業者向け震災復興融資等

⚫ 復興支援商品「ハッスル応援団」・「ハッスル応援団Ⅱ」・「なすしんハッスルサポート」等の取り扱い

⚫ 新型コロナ対策資金「ハッスル緊急支援特別資金」の取り扱い

⚫ 既存商品・制度融資の積極的な取り扱い

➢ 被災者への生活支援融資

⚫ 「災害復旧ローン」の取り扱い

⚫ 個人消費者ローンの積極的な取り扱い

⚫ 職域制度「ハッスルバリュー」による積極的な営業活動

⚫ 「ハッスルオンリー」の取り扱い

⚫ 「ハッスルトゥルー」（2018年2月14日発売）の取り扱い

⚫ 「ハッスルリリーフ（随時返済型カードローン）」

（2020年11月2日発売）の取り扱い

➢ 事業再生・事業承継に向けての支援

⚫ 外部支援機関との連携

⚫ 事業再生ファンド等の活用

⚫  事業承継に対する支援
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外部機関名 先数

栃木県中小企業活性化協議会（他行含む） ７８

栃木県経営改善支援センター （他行含む） ９

中小企業診断士会 ５

中小企業支援ネットワーク ３

東日本大震災事業者支援機構 ６

外部コンサル会社 ４０

栃木県よろず支援拠点 ２２

保証協会外部専門家派遣事業 ７９

栃木県事業引継ぎ支援センター １１

合 計 ２５３

【外部機関の利用状況】（2026年3月31日現在）



１.前経営強化計画の実績についての総括(１－５)
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(６) 地域経済の活性化に資する方策
東日本大震災（とりわけ原発事故による風評被害）、新型コロナウイルス感染症による影響を受けておられる地域に対し、地域

経済の活性化に資する方策として、以下の項目に対し積極的に取り組んで参りました。

➢ 地方創生への取り組み

⚫ 外部機関との連携

⚫ 「ちいきん会」への参加

⚫ キャッシュレス決済導入の支援

➢ 地方公共団体等との連携及び支援

⚫ 第一勧業信用組合との連携協力に関する協定

⚫ 那須塩原市と第一勧業信用組合との地方創生連携協定

⚫ 那須町と第一勧業信用組合との包括連携協定

⚫ 那須野農業協同組合との包括連携協定

➢ ＳＤＧｓの取り組み

⚫ 「なすしんSDGs宣言」と「なすしんSDGsマップ」の公表

⚫ 三井住友海上火災保険㈱とのＳＤＧｓに関する包括連携協定

⚫ 「とちぎSDGs推進企業登録制度」への登録  

➢ ビジネスマッチングの取り組み

⚫ ビジネスマッチング展等への参加

⚫ 各種展示・商談会への参加

⚫ 各種物産店への参加（他信用組合との連携）

➢ なすしん経営クラブの運営

⚫ セミナーの開催

➢ 事業承継支援

⚫ 外部支援機関との連携

⚫ 事業承継セミナーへの取り組み

➢ 創業・新事業開拓支援

⚫ 地元商工会・外部支援機関との連携

⚫ 那須塩原市、那須塩原市商工会、西那須野商工会、

那須町、那須町商工会、日本政策金融公庫宇都宮

  支店と「移住創業支援に関する連携協定」を締結

【2025.5.1 「栃木県警察本部との不審取引口座情報共有
に関する協定書締結式」へ参加】

【2025.6.16 「栃木県国税・地方税キャッ
シュレス納付共同推進宣言式」へ参加】

【2021.1.7 SDGs推進企業
として栃木県へ登録】



２.本経営強化計画の基本方針

（１）基本方針

当信用組合は、地域密着型の業務推進を着実に実践しな

がら、経営基盤の強化、内部管理態勢の整備・充実を図り、

中小規模事業金融の円滑化、地域経済の再生・活性化に鋭意

努めて参りました。

今後においても、右記に掲げる「経営ビジョン」と

「ビジネスモデル」のもと、健全かつ適切な業務運営の推

進とともに、地域に最も密着した金融機関として、本経営

強化計画に基づいた施策に全力で取り組み、地域への信用

供与の円滑化を図り、東日本大震災からの復興及び新型コ

ロナウイルス感染症、中東情勢の緊迫化、原油原材料高騰

の影響を受けた地域経済の活性化に向け貢献して参ります。

（２）経営強化計画の実施期間

○2026年４月から2031年３月まで（５年間）

当信用組合は、金融機能強化法一部改正法による改正前金融機能強化法附則第10条第５項の規定により

適用される同法第33条第１項の規定に基づき、2026年４月から2031年３月までの経営強化計画を実施いた

します。
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経営ビジョン

地域とともに繁栄し、地域そして地域のお客様に
とって一番「親近感・安心感・信頼感」のある金融機
関となる。

ビジネスモデル

１．顧客本位の業務運営を構築する
２．事業者及び個人の実情に応じた適切な支援を通じ

て地域課題の解決に貢献する
３．地域経済の活性化に向けた積極的な取り組みに

より、地域・お客様・組合が共に成長・発展して
いくという「三方良し」を実現する

４．経営基盤を強化し、収益性向上と持続可能なビジ
ネスモデルを確立する



３．信用供与の円滑化に資する方策(３－１)

（１）震災復興支援体制の継続及び整備（2026年３月）
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３．信用供与の円滑化に資する方策(３－２)

（２）信用供与の円滑化に資する施策  
東日本大震災、とりわけ原発事故による風評被害に加え新型コロナウイルス感染症、中東情勢の緊迫化、原油・原材料高騰による影

響を受けておられるお客様の事業再生、地域経済の活性化を図るうえで必要となる金融支援を円滑に行うため、以下の項目に対し積極

的に取り組んで参ります。

➢ 中小規模の事業者に対する経営改善支援・伴走型支援

⚫ 「事業再生・地域活性化支援チームなすしん」による経営改善支援・伴走型支援

⚫ 「事業再生・地域活性化支援チームなすしん」と「融資専門担当者（チームHOT）」

「得意先係」の連携

⚫ 各営業店に「各種相談窓口」を継続設置

➢ 地域に密着した営業活動の実践

⚫ 「融資専門担当者（チームHOT）」と「得意先係」の活動及び営業店との連携

⚫ 「特別貸出ＦＳ（フィールド・セールス）」活動の継続実施

⚫ お客様サポート担当者による経営改善支援及び営業店との連携

⚫ 復興支援商品「ハッスル応援団」・「ハッスル応援団Ⅱ」の取り扱い

⚫ 既存商品・制度資金の積極的な取り扱い

⚫ 全部店による情報提供室の積極的活用

⚫ クラウドファンディングの活用

➢ 信用供与の円滑化に資する施策の実施状況の検証

⚫ 進捗管理委員会による検証

⚫ 理事会による検証

➢ 担保又は保証に過度に依存しない融資の促進

⚫ 「経営者保証に関するガイドライン」に沿った融資の促進

⚫ 「事業性評価シート」の活用による事業性評価の精度アップ
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【 ハッスル緊急支援特別資金  】

【 2026.2.19 黒磯支店３店舗合同 特別貸出FS 出発式】



（１）地域経済の復興・活性化に資する施策

４．地域経済の復興・活性化に資する方策(４－１)
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①信用供与の円滑化 ②地域経済の復興 ③地域経済の活性化 ④その他

◆「震災復興支援体制」
の継続及び整備

◆「事業再生・地域活性化
支援チームなすしん」と
「融資専門担当者（チーム
HOT）」、お客様サポート
担当者の連携による経営改
善支援・伴走型支援

◆「融資専門担当者（チー
ムHOT）」と営業店・「得
意先係」との連携による地
域に密着した営業活動の実
践

◆円滑化に資する施策の検
証

◆担保又は保証に過度に依
存しない融資の促進

◆相談機能の強化

◆「事業再生・地域活性化
支援チームなすしん」、お
客様サポート担当者等によ
る経営改善支援・伴走型支
援

◆「事業再生・地域活性化
支援チームなすしん」によ
る条件変更・改善サポート
の迅速対応

◆事業者向け震災復興融資

◆被災者への生活支援融資

◆事業再生・事業承継に向
けての支援

◆地方創生への取り組み

◆ＳＤＧｓの取り組み

◆ビジネスマッチングの取
り組み

◆なすしん経営クラブの運
営

◆事業承継支援

◆創業・新事業開拓支援

◆人材育成

◆人材の戦略的な配置及び
稼働

地域経済の復興・活性化



 ①信用供与の円滑化

➢ 前記８ページ（２）信用供与の円滑化に資する施策に記載

②地域経済の復興
➢ 相談機能の強化

⚫ 相談窓口担当者及び得意先係のスキルアップ

➢ 「事業再生・地域活性化支援チームなすしん」及び「経営改善支援担当者」、「融資専門担当者（チームHOT）」「得意先係」に

よる経営改善支援・伴走型支援の強化

⚫ 新型コロナ、中東情勢の緊迫化、原油・原材料高騰の影響をより迅速に把握するため取引事業者へのモニタリングの実施

⚫ 伴走型支援（資金繰り支援・本業支援・経営改善支援・事業再生支援等）の取組強化

⚫ 「特別貸出ＦＳ（フィールド・セールス）」活動の継続実施

➢ 経営改善支援担当者による条件変更・改善サポートの迅速対応

➢ 事業者向け震災復興融資等

⚫ 復興支援商品「ハッスル応援団」・「ハッスル応援団Ⅱ」等の取り扱い

⚫ 既存商品・制度融資の積極的な取り扱い

➢ 被災者への生活支援融資

⚫ 「災害復旧ローン」の取り扱い

⚫ 職域制度「ハッスルバリュー」による積極的な

営業活動

⚫ 個人消費者ローン「チョイス（フリーローン）」

「多目的ローン」「ユースフル（フリーローン）」

「アシスト（フリーローン）」

「ハッスルリリーフ」等の積極的な取り扱い

➢ 事業再生・事業承継に向けての支援

⚫ 外部支援機関との連携

⚫ 事業再生ファンド等の活用

⚫ 「個人版ガイドライン・自然災害ガイドライン」に

     基づく債務整理への対応

４．地域経済の復興・活性化に資する方策(４－２)
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【 被災者への生活支援融資商品 】



 ③地域経済の活性化
➢ 地方創生への取り組み

⚫ 地方公共団体等との連携・支援

（那須塩原市・那須町・第一勧業信用組合・那須野農業協同組合）

⚫ 外部機関との連携

⚫ 「ちいきん会」への参加

⚫ キャッシュレス決済導入の支援

➢ ＳＤＧｓの取り組み

⚫ SDGsの推進

⚫ 取引先企業に対するSDGsの取組に関する支援

➢ ビジネスマッチングの取り組み

⚫ ビジネスマッチング展等への参加

⚫ 各種企業展示・商談会への参加

⚫ 各種物産店等への参加（他信用組合との連携）

➢ なすしん経営クラブの運営

⚫ セミナーの開催

➢ 事業承継支援

⚫ 外部支援機関との連携

➢ 創業・新事業開拓支援

⚫ 地元商工会・外部支援機関との連携

     ④その他
➢ 人材育成

⚫ 組合内研修・会議等による人材育成

⚫ 特別貸出ＦＳ（フィールド・セールス）の継続実施

⚫ 外部研修・セミナーへの参加  

➢ 人材の戦略的な配置及び稼働

４．地域経済の復興・活性化に資する方策(４－３)
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【 2026.1.9 那須信用組合日本政策金融公庫と危機事象発生
における業務連携に関する覚書を締結 】


